




























学の一つがベトナム国民経済大学ビジネススクール（NEU：Business School, National Economics 
University，以下 NEU と称する ）である。2017 年で創立 20 周年を迎えるこの教育機関はベトナムで
最も古いビジネススクールである。ただし，ビジネススクールといっても欧米や日本のように「経営
１　本稿は「第 2 章メコン地域におけるビジネス教育―現地大学と日系企業の教育の現状―」、内野明編著『メコン地域


























大学）に進学するようになった。全国統一試験の 30 点満点のうち，19 点以上が国立大学に





３　 専修大学と NEU は 2015 年から全学的な研究，教育交流協定を結んでいる。NEU の教育システムについてはそれ以
来何度か本学でも講演していただいたが，この部分は 2007 年 8 月 15 日のインタビューに基づいている。Dr. Tran 





「NEU では企業経営者に対する 3 ヶ月のプログラム（DSMD）を行っている。これは週 2 回，
夜の授業に参加して修了するもので，授業料はベトナム人には高価な 400 ドルであるが，非





化している。2016 年より本学・専修大学社会知性開発研究センター / アジア産業研究センターと組織











の都市，マンダレーにおいてビジネス教育を輸出している。すなわち，ミャンマーで NPO(Non Profit 
Organization) を設立し，そこから講師を現地の高等教育機関（大学，職業大学等）に派遣し，タイで行っ








４　 Cross-Border Supply （越境してサービスを提供），Consumption Abroad（自然人が越境してサービスを受益），
Commercial Presense （越境して拠点を設立し，サービス提供），Movement of Natural Persons （自然人が越境して
サービスを提供）の 4 モードのサービスが自由化された。
５　 Dr. Pussadee Polsaram, "Business Education, Case of UTCC MBA program in Myanmar" 専修大学商学研究所研究










クトでは 2008 年からラオス国立大学経済経営学部と連携し，日本的経営の MBA コースの MBA 選択
科目 7 講座を担当し，日本から講師を派遣したり， TV 会議システムを利用して日本から遠隔講義を実
施したり支援を行っている，という。
　また，ミャンマーのヤンゴン経済大学の社会人向けビジネス教育（修士課程）には通常のコース
のほかにエグゼクティブコース（Executive Master of Public Administration, Executive Master of 


















６　 2000 年に，ラオス国立大学内に開設されたビジネス人材育成機関で，ラオスにおけるビジネス人材育成とラオス - 日
本企業のネットワーク構築を支援。同プロジェクトホームページより。リロ・パナソニック エクセルインターナショ
ナル株式会社（http://www.rpei.co.jp/newinfo/2015/14.html）（2017 年 12 月 2 日閲覧）
７　 エイチャンブン「ミャンマーにおけるビジネス教育について」，専修大学商学研究所「メコン地域におけるビジネス












































































11　 2014 年 9 月に実施したカンボジア（プノンペン）の日系工場（子供用品製造）の訪問インタビューによる。
































13　2007 年 8 月に実施したベトナム（ハノイ）の工場訪問インタビューによる。

































17　2014 年 9 月，カンボジア（プノンペン経済特別区）の同社工場訪問インタビューによる。
































19　 株式会社セブン＆アイ HLDGS ホームページ、「成都イトーヨーカドー社長インタビュー」、『セブン＆アイの挑戦』





























20　東洋経済オンライン http://toyokeizai.net/articles/-/32639?page=4（2017 年 12 月 4 日閲覧）












CBI，ドイツ GTZ，カナダ CIDA といった先進各国が有する援助機関主催のプログラムに参加した社
長がそのノウハウを社員に教育している。GTZ の支援でハノーヴァーの見本市に GTZ の支援で過去 3
























































































の支援のあり方－」独立行政法人国際協力機構 2006 年 3 月
Dr. Pussadee Polsaram, “Business Education, Case of UTCC MBA program in Myanmar” 専修大学商
学研究所研究会報告，2016 年 1 月 22 日
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